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農業土地基盤整備の進展と地域構造

一北海道の稲作地帯を対象に一

説　勉強

1．はじめに

2．農業土地基盤整備の進展に関わる諸要素

3．農業土地基盤整備の進展と地域構造

　1）土地基盤整備の進展過程における地域性

　2）土地基盤整備の進展と地域構造

4．圃場整備水準と農業構造との対応関係

　1）圃場整備水準と立地条件との対応関係

　2）圃場整備水準と農業経営構造との対応関係

5．おわりに

1．はじめに

　第二次世界大戦直後、GRQの主導による農地改革が実施された。これは国家に

よる農地の強制買収・売り渡しを骨子とし、この実施によって半封建的地主的土地

所有制が基本的に解体され、自作農民を中核とする戦後膿業の基盤が確立された。

またこれと疇期を同じくして、食糧増産という国家的課題に応えて、農業土地基盤

整備が政府の財政投資を主とする公共事業によって目ざましく展開して養た。それ

によって、農業生産が大きく発展してきたといえよう。

　農業土地基盤整備事業に関しては、政府の補助を受けるために、事業鰯度上受益

者の3分の2以上の同意が必要とされるが、実際には全員の同意がなければ、ほと
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んど実施され得ないという特質がある。加えて農業土地基盤整備事業は、地域ぐる

みで個々の農家が共同利減しなければならないという水利問題に関わる属地的な性

格をもっているため、投資対象とされる地域内の農家全員による合意形成が必要不

可欠とされる。近年、農村地域の構造変化や農業をとりまく諸情勢の激変に伴って、

農業土地基盤整備事業の重要性が認められているものの、受益者のコンセンサスが

得られにくく、さらに地元からの反対運動もみられる局面が顕在化してきている。

今後、農業土地基盤整備事業の実施に当たっては、地域構造や農家の多様化のもと

での受益者による地域的合意形成のあり方がますます重要となってくるといえよう。

　しかし、受益者である個々の農家の地域的舎意形成に関する研究領域において、

従来の研究蓄積は概して乏しかったD。そこで、本稿では農業者の地域的金意形成

の論理を解明するための前段階的な分析として、農業土地基盤整備の進展が地域構

造とどのように関連しているかを明らかにする。

　戦後、北海道においては、農業土地基盤整備事業が大きく展開してきた。敗戦直

後の戦災者・引揚者の救済と食糧危機の緩和を冒的に、これらの戦災者を未墾三等

に入植させる緊急開拓事業が昭湘20年11月から実施された。この戦後緊急開拓期は

水田開発に関しては低迷期であり、土地改良よりは開拓、既墾地よりは未開地への

投資が重点的であった。

　昭和3◎年代後半に入ってから、日本経済の高度成長のもとで、　「高米価」政策が

とられると、昭和20年忌後半から着手したダム建設の竣工ともあいまって、水田化

は戦前期に続く第二のブーム期を形成し、灌概事業の展開をみせた。しかし、昭勅

43年以降の米の過剰基調の発現によって、詞年にスタートする畑地帯総合土地改良

パイロット事業に代表されるように、土地改良投資が水田から畑作、酪農を含む全

道的な広がりをみせ、農用地開発事業のウェートも昭和45年以降高くなってくる。

また、戦後の造田ブーム期の既存水工の補水と新規開国をめざした国営かんぱい事

業は、地域的には石狩川水系からはずれた道南地域ないし稲作北限地域にその比重

を高くした。

　一方、二三36年に農業基本法が制定され、土地基盤整備の主要課題が：食糧生産第

一主義から、農工間の所得格差是正、生産性向上のための生産基盤の強化に変わっ

た。：食糧増産対策事業は、構造改善事業の一環として農業基盤整備事業へと名称変

更され、第一次構造改善事業のもとで機械化に対応した圃場整備事業が開始された。

それを本格的に推進したのは、昭和38年の都道府県営圃場整備事：業制度、また翌年

の団体営圃場整備事業制度の創設である。それ以降、水田を中心とする「線」から
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「面」への本格的な土地基盤整備が展開してきた2）。

　以上のような戦後北海道の農業土地基盤整備の流れの中で、本稿では特に本格的

な展開が始まった昭和38年以降を分析立聞として、農業土地基盤整備の進展と地域

構造との関連について考察する。具体的には、国営溜概排水事業などの大規模な事

業が、市町村ないし支庁の領域を越え、受益面積が広域的に跨っていることを考慮

して、北海道の大規模水田地帯の代表である道央（石狩、空知および上川の3支庁）

と先発的開田地帯の代表である道南（渡島、桧山および後志の3支庁）とをとりあ

げて、両者の比較分析を行う。次に、市町村レベルでのデータを用いて、圃場整備

の水準と：地域農業構造との相互関連を正準相関分析法で分析する。

2．農業土地基盤整備の進展に関わる諸要素

　農業土地基盤整備のための公共事業は一定の地域を投資対象領域として導入され

ている。しかしなぜ、一方では土地基盤整備が進んでいる地域があるのに、逆に他

方では遅れている地域もあるのか。これは、端的には地域農民の合意形成が容易に

得られたか否かという地域差の問題として言い換えられる。このような合意形成の

問題は、地域外的な要素と地域内的な要素に関わっていると想定できる。地域農業

外的な要素としては、社会経済的な問題、農業政策、とりわけ事業採択基準などに

関する土地基盤整備事業制度のあり方、などがあげられよう。一方、地域内的な要

素としては、地域の農業構造的な問題、事業を導入するための農業関連組織やそれ

らの協力調整のあり方といった地域農業システムのあり：方、などがあげられるであ

ろう。

　馬頭徳滋3）は土地改良費用負担感題の視点から、一定のメカニズムをもち構造化

した土地改良事業を、単に解土地改良書と定義し、個々の具体的事業の集合体を意

味する土地改良事業と別し、土地改良の成立条件は費用負担機能における負担主体

・費用負担と受益客体・受益どの対応関係に関わる条件と、さらに広く環境条件ま

でを含めて、経営的条件、土地改良条件、経済社会的条件の3っに区分している。

ここでは、この整理を基礎にして地域における法意形成の視点から、土地基盤整備

事業の進展に関わる諸要素について考察する。

　まず、地域農業外的な要素については、社会経済的要素と農業土木技術的な要素

に分けられ、事業を導入する地域にとって与件的なものとして位置づけられる。し
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かし、それらの具体的な内容については、有利な与件となっている地域もあれば、

不利な与件となっている地域もあるであろう。社会経済的な要素としては、政府の

財政状況、物価などの経済的な要素、また土地基盤整備事業制度を含む農業政策・

制度、一般政策などの政治的な要素、そして社会全体の慣行、文化水準などの社会

的な要素が考えられる。これらの要素のなかで、とりわけ政府の財政状況や農業政

策・制度的な要素が、土地基盤整備事業の進展に大きく影響していると考えられる。

　一方、農業土木技術的な要素については、土木技術の進歩が農業社会資本の整備

水準ないし土地基盤整備の投資効果などに関わっていると思われる。またそれは、

個々の受益者が事業の実施によって受益できるかどうか、あるいは期待される通り

に受益できるかどうかに関わってくる。したがって、土木技術の進歩が個々の受益

者の合意形成の与件となっていると考えられる。志村博康4）は農業土木技術の進歩

を三つのレベルに分類している。すなわち、圃場付帯施設レベルの技術体系、基幹

施設レベルの技術体系、およびプロジェクト策定レベルの技術体系という三つの技

術体系である。

　圃場付帯施設レベルの技術体系は、個々の農業経営者の自覚的な技術革新に依拠

した、農業生産技術に密接に関連した技術体系である。このような技術は、個々の

農業生産条件に対応した、農民の創意工夫を尊重する考え方が基本になっている。

つまり、このような技術による個々の農業生血条件の向上が公共事業の導入に際し

ての合意形成の大きな要因であると考えられる。

　基幹施設レベルの技術体系は、従来の農業土木技術の中枢部分であり、物理的・

工学的手法を高度に駆使した、ハイレベルの技術体系である。個々の農業生産と直

接に関わらない、いわゆる農業土地基盤整備に関わるハード的な技術である。

　プロジェクト策定レベルの技術体系は、公共事業の主体の立場から、投資対象領

域となる地域構造の分析を行い、将来を予測する技術体系で、いわゆるソフト的な

技術体系である。従来の農業土木技術体系において、先に述べたハード的な技術は

大きく進歩してきたが、ソフト的な技術はあまり重視されていなかったといえる。

また、このようなソフト的な技術体系は、農業土地基盤整備事業を行うための合意

形成の悶題と密接に関連していると思われる。つまり、事業主体による事業計画の

策定のあり方、また計画自体のあり方などが、地域内の個々の受益者による合意形

成が容易に得られるかどうかに影響してくるのである。

　次に、地域農業内的な要素として、大きく地域の立地条件、地域農業システム、

および地域の農業経営構造のあり方があげられるであろう。立地条件としては、二
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域の気象条件や土地条件があると考えられる。北海道においては、とりわけ土地条

件、すなわち土地資源の賦存状況や農業土地資本の蓄積水準および蓄積のあり方が、

個々の地域における事業実施のための合意形成に影響してくると考えられる。

　地域農業システムとしては、地縁関係や血縁関係などの社会的・風土的なものを

含む農家間の協力関係のあり方、水利組織の存在構造、農協や土地改良区および役

場などの農業指導機関の協力のあり方、さらにそれらの農業関連組織間の調整のあ

り方5）、などがあげられるであろう。つまり、これらの農業関連組織による積極的

な推進体制や農家間の協力関係が全くなければ、事業の導入はほとんど不可能とな

ろう。

　地域農業経営構造としては、個々の農家経営構造や地域全体としての経営構造、

また個々の農家の行動パターンなどがあげられよう。一般に、個別経営は自らの経

営目標を達成するために、土地基盤整備事業に取り組むと思われる。つまり、個々

の受益者の経営構造において格差が大きければ、その地域全体として受益者間の非

同質性が強くなる。それによって、同一の事業を行うに当たって合意形成が難しく

なってくると考えられる。

3．農業土地基盤整備の進展と地域構造

1）土地基盤整備の進展過程における地域性

　まず、道央および道南において、昭和38年から昭祁63年までに実施された農業土

地基盤整備事業を、その受容者との関連に注目して整理すると、表1で示されたよう

に、基幹施設整備と圃場施設整備にわけられる。また、前者が基幹的な用排水施設

整備と農道整備に分けられ、後者が圃場整備を代表とする農地整備と農地開発にわ

けられる。

　つぎに、以上のような土地基盤整備事業の類型に基づいて、道央と道南における

農業土地基盤整備事業投資額の推移を示したのがそれぞれ図1脇と図1－Bである。ま

た、耕地1ha当りの農業土地基盤整備事業投資額の推移を：示したのが図2－Aと図2－Bで

ある。これらの農業土地基盤整備の展開過程をみると、およそ四つの時期区分がで

きる。

　まず、第1期は昭和38年から昭和44年ごろまでの期間である。この期間における

地域的な違いとして、次のようなことがあげられる。すなわち，用排水施設整備に
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ついては、道央ではそれがメインとなっており、しかも大きく増加しているのに対

して、道南では停滞していること。農地整備については、道央ではそれが急激に増

表1　　道央及び道南地域における農業基盤整備慕業一覧（昭和38～63年実施）

類型 基幹施設整纈 圃場施設整備

区分 事　業　名 主体 区分 事　業　名 主体

国営直轄瀦がい緋水 国 道営圃場整備 遺

国営総合溜がい排水 国 芸体営土地改良総合整備（圃場整備） 団体

国営飛弾明渠野水 国 団体鴬圃場整鋪 団体

用 国鴬内水排除 圏 道営門概排水（客土） 道

排 国粋解職i排水（国営付帯） 道 二野畑地総合土地改良 道

水 町営溜概排水（一隅） 道 出営畑地総会土地改良（営農用水） 道

施 道営瀦概排水（明渠） 道 国営水田転換鱒溺対策 道

設 ため池等整備 道 畿 湛水防除 道

整 防災ダム 道 地 道営農地保全 整

備 ため池等整備（河摺応急対策） 道 整 隅隅草地整備改良 道

温水施設（温水ため漉） 道 備 地すべり対策 道

剛体営濃概野水 団館 野営土地敬良総合整備 道

団体営溜概排水（安全施設） 國体 道営瀦溜i排水（撲水対策） 道

団体営土地改良総舎整備 國体

開拓地整備（道路） 道 団体営土地改良総合整備（誹水対策） 団体

膿林漁業罵揮発抽税財源身替農道整備 道 団体営客層 団体

広域営農団地農道整備 道 団体営暗渠排水 団体

一般農道整備（過疎纂幹） 道 齪帰営水田転換特甥対策 団体

籏 一般農道整伽（基幹舗装） 道 団体営畑地帯総合土地改良 団体

道 一般農道整備（山村麸幹） 道

整 一般農道整備（広域関連） 道 国営贋地開発 国

髄 団体営旗道芝騰（普通農道） 団体 国営総倉農地開i鑑 国

団体営農道整備（農道舗装〉 団体 国営翌翌バ粗ット 国

団体営農道整備（樹躍地） 毬体 農 国営草地開発 国

団体営襲道整備（軽微改良） 齪体 地 道営総合望地開脚 道

交換分合付帯四道整備 団体 開 道営膿地開発 道

発 道鴬華地開発 遊

農林地一体開発整備パイロット 道

膨嫁営膿地妻田 団体

農地溺発利期健進 団体

注）北海道庁『農業基盤整備事業実績調沓』（昭和60年）、北海道機政部『農業四四整備事業要覧』（各年
　度）、および北海道開発湯『北海道（国営）事業賞の概要．彗より作成。
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属しているのに対して、道南では停滞している。また、農地開発整備については、

道南における進展がより大きくみられることである。

　次に、第2期は昭和45年ごろから昭和48年ごろまでである。この時期では、金体

的にみると、昭和47年をピークにそれ以後一一聴的に減少している。これは明らかに

第一次オイルショック後の財政緊縮によるものと思われる。また、用排水施設整備

については、道央では停滞してきているのに対して、道南では大きく増加してきて

いる。農地整備については、道央では大きく増撫し、道南ではほとんど増加してい

ない。

　そして、第3期は昭和48年ごろから昭和54年ごろまでである。この時期には、全

体的に第一次オイルショックの影響で一時的に停滞していたが、昭和50年ごろから

以降は回復してきた。用排水施設整備については、道央で増加してきているが、前

期の水準までには回復されていない。一方道南では、相対的に大きく増擁し、前期

の水準を上回っている。農道整備について、道央より道南のほうが大きく増加して

いる。農地整備について、道央では増癩しているが、ほぼ前期の水準までしか回復

していなく、一方道南では、大きく増撫している。農地開発について、道央では停

滞しているが、道南では増撫している。

　最後に、第4期は昭和54年以降から昭和63年までである。この時期における地域

的な大きな違いとして、農道整備について、道央では停滞しているのに対して、道

南では増加していることがみられる。

　また、分析対象期聞において、道央では用排水施設の整備に伴い、農地整備が大

々的に行われている様相がみられる。一方面南では、用排水施設整備が昭和45年に

なって展開してきているが、農地整備については道央のような様相がみられない。

一方、農道整備や農地開発については、道央より道南の方がより積極的に行われて

いること：がみられる。

2）土地基盤整備の進展と地域構造

　ここでは、以上のような土地基盤整備の進展過程でみられた地域的な違いと地域

構造の特性との関連について検討する。

（1）第1期

　まず、昭和35年時点での耕地の立地条件と整備水準についてみる。表2－Aは耕地の

傾斜区分別の面積およびその比率をみたものである。これによると、水田について

は、傾斜度1／100以上の面積率が、道央は16．鴫、道南は26．6％である。畑については、
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図1－A　道央における農業土地華盤整備事業投資額の推移

単位千

投

資

額

　
百

万
円

）

62

so

4e

32

2②

1②

a

　　／　　　　ノ〆なぐ∫ご＞
　r．，　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

，’ @　　　　　　・♪◆塵μρ’曾’
▼　　　　＿・漣

’，＿　　　　　　eニジ／ノ
　　＼隅＿一｛蛆噺購一’

38　　43　　42　　44　　46　　48　　5㊤　　　52　　54　　56　　58　　6②　　62
　39　　　41　　43　　　45　　　47　　　49　　　SI　　53　　　5S　　　57　　　59　　　6ユ　　　63

　　　　　　　　　　　　　　年度（昭和）

　一病排水施設　…・・農地整備　一・農道整備　一農地聞発

注1）投資額は昭和63年度麸準で換第済み．
　2）北海道庁『農業基盤整備事業実績調査』（昭和60年）、北海道農政部

　　『巖業基盤整備：事業要覧』（各年度）、および北海道開発局r北海道

　　（国営）事業費の概要』より作成。

図1－B　道南における農業土地皐月整備事業投資額の推移
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図2－A 耕地ha当り農業土地基盤整備事業投資額の推移（1）
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傾斜度8度以上の面積比率が、道央は29．呪、道南は2玉．嬬である。傾斜度の高い水田

は道南よリ道央のほうが少なく。また、道央より道南のほうが傾斜度の高い畑地が

やや少ない。

　また、耕地の地下水位区分別の面積および比率をみたのが表2－Bである。これによ

ると、水田については、40c田より高い面積率は、両地帯とも大体同じく、70c膿より

高い面積率は、道央は54．1％、道南は60．錫で、道南のほうが排水の悪い水田が比較

的多い。畑については、40c研より高い面積率が、道央は16。臨、道南は8．磯である。

70cmより高い面積率が、道央は51．瑞、道南は47．瑞で、道央のほうが排水の悪い畑

地が比較的多い。

　このように、・水田については、道央では平地の水田が比較的多く、排水の悪いの

も多い。一方、道南では傾斜度の高い水田が比較的多いが、排水の良いものも多い。

また、畑地については、道央では傾斜度の高いものが比較的多く、しかも排水の悪

いものも多い。

　また、耕地の整備水準について、要土地改良地区の耕地状況をみたのが表3である。

これによると、畑の要土地改良地区面積率より水田のほうがかなり高く、7割以上を

占めている。また、水田の要土地改良の内容別にみると、道央では用水要改良の面

積率が非常に高く62．硯を占めており、道南では客土、暗渠排水および区画整理の比

率が高い。さらに、’これらの要改良内容別に要土地改良地区の規模別にみると、道

央では300ha以上層の比率が高く、道南では50ha以上の各屠に跨っている。つまり、

道央における要土地改良地区はおもに大規模な地域であり、道南では小規模分散的

な地域がより多く存在していることがわかる。

　次に、地域農業システム的な要素として、水利組織の構造についてみる。水利組

織における道央と道南の違いは、戦前における水団開発の歴更や土功組合の設立の

あり：方に大きく規定されていると思われる。つまり、道南地域の土功組合は実質的

には単なる個々の私設水利組合を統合したもので、事業を導入するための受け皿と

して設立されたものが少なかった。また、　ジ土地改良法」の発羅によって土功組合

が土地改良区に改組されたが、戦後の土地改良区の単なる個々の独立した申し合わ

せ水利組合の連合会的な性格が基本的には変わっていないと思われる。つまり、土

地改良区の性格は、高温での事業組合的性格と類似しており、　「線管理」としての

土地改良区、　「面管理」としての水利組合という二重構造を有している6）。一方、

道央地域では、前章でみたように、水田開発のための工事起工のために設立された

土功組合が多かった。また、土功組合にしても、戦後の土地改良区にしても、
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表2－A　　耕地の傾斜区分別面積及びその比率（単位：ha、％〉

区分

傾斜度
　面
ｹ央

同道南 　比

ｹ央

懸道南

水　　田

1／1000未満

P／1000～1／100

P／100～1／20

P／20～1／11。5

P／11．5以上

ｬ　計

18919

P13684

Q0054

@5018
@1776
P59451

5820

P0787

S544

P398

@75
Q2624

1玉．9

V1．3

P2．6

@3．ユ

@1．1

P00．0

25．7

S7．7

Q0．1

@6．2

@0．3

P00．0

畑

3．未満
R。～8。

W。～150

P5。～200

Q0。以上

ｬ　計

70577

T3867

S6327

@5925
@542
P77238

30312

Q5075

P2075

Q939

@81
V0482

39．8

R0．4

Q6．1

@3．3

@0．3

P00．0

43．0

R5．6

P7．1

@4．2

@0．1

P00．0

注）北海道開発局『要土地改良調査報告』昭和35年3月より

　作成。

　表2－B　　耕地の地下水位区分別面積及びその比率（単位：ha、％）

区分

地下水位

　　面

ｹ央

積道南 　　比

ｹ央

率道爾

水田

～40c照

S0～70c膿

V0～100c田

P00c聡～

ｬ　計

26460

T9851

T1813

Q1327

P59451

3414

P0364

W472

@374
Q2622

16．6

R7．5

R2．5

P3．4

P00．0

ユ5．i

S5．8

R7．5

@ユ。7

P00．0

畑

～40cm

S0～70cm
V0～100cm
P00c田～

ｬ　計

29197

U1914

R9361

S6766

P77238

6035

Q7113

Q6632

P0702

V0482

ユ6．5

R4．9

Q2．2

Q6．4

P00．0

　8．6

R8．5

R7．8

P5．2

P00．0

注）北海道開発局『要土地改良調査報告』昭和35年3月

　より作成。
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表3　　要土地改良地区薗積および規摸別面積墨

（単位：ha、沿

道 央 遺 南

区 分 項　目 要改良 面積 要1二地改良地選の 要改良 薩積 要土地改良地区の

規模別面積率 』規模別面積率

薗積 奉 （1） （2） （3） （4＞ （5） 面積 率 （1） （2） （3） （4） （5）

水田 121254 76．0 16418 72．6

実葡積 畑 65901 37．2 26663 37．8

緋地計 187155 55．6 43081 弓6。3

朋水改良 99874 62．7 28．5 29．3 ’lj O．5 O．3 6691 29．5 δ．4 憩．5 7．2 2」 O．3

排水改良 35014 2L9 9．？ 11．8 o．4 O．Q o．o 1389 62 o．9 5．2 o．1 O．0 O．0
水 要排水改良 2414 1．5 0．6 O．6 0．3 0．0 o．o 4480 19．8 三3，8 4．2 1．7 O．1 o．o

冷水豊海 3054 1．9 o．q O．8 o．6 0．三 o．o 1259 5．6 o．o 1．4 2．8 O．8 o．6

田 暗渠排水 36489 22．9 lO．2 9．4 2．5 O．5 O．3 8247 36．5 15．7 7．7 8．8 1．6 2．7

廼 客土 36瓠4 22．9 9．4 u．o 2．G O．2 O．3 9796 43．3 13．3 三1．8 12．0 3．4 2．8

べ 区画艶理 2626生 16．5 7．6 7．8 LO oj o．o 7250 32」 15．7 9．6 6．3 O．3 O．2

顕

積 開田田畑輪換 28184 i6．0 9．6 5．o ⑪．9 O．2 O．3 8692 12．3 2．7 5．O 2．8 L2 ◎．6
螂地瀦概 687 o．4 oJ Gj o．2 o．o o．o 圭296 1．8 O．0 1．0 0．8 0．0 o．o

畑 排水改良 1128i 6．3 2．4 3．2 o．6 O．1 G．0 3675 5．2 O．O 5．O Q．2 o．o o．（1

瞬樂排水 20894 ll．8 2」 3．9 存．4 o．6 0．8 7229 1Q．4 0．2 4．6 3．5 0．7 i，4

客土 口315 6．3 O．7 2．9 2．2 0．3 02 9358 13．3 o．1 6．4 4．3 0．7 1．8

区画整理 12 0．0 0．0 0．0 o．o 0．0 O．0 15 0．O O．0 O．0 o．o 0．0 O．0

露地保全 4678 2．6 0．G L7 o．9 o．o 0．0 891 L2 o．o 0．6 o．5 0．0 Q．1

注D（1）；3000ha以上；（2）；3000～3GOha；（3）：300～50わa；（4）＝50～20ha；（5＞：20ha未満は要土地改良地区の藤稽

規模を示す。

2）闘積率は項目別要土地改良面積の水田または畑または耕地計に対する割合を示す。
3）北海道開騰局『要土地改良調査報告』昭和35年3月より作成。

灌概面積の大半は組合がカバーしている。つまり、道南のような二重構造がほとん

どみられなく、土地改良区の統括力がより強いと思われる。また、このような水利

組織における構造的な違いは、本稿での分析対象期聞において、基本的には変わっ

ていないと思われる。

　次に地域の農業構造についてみる。まず表4で示しているように、昭和38年につい

てみると、道央においては、専業農象率が67．瑞、ユ～5ha層の農象率が67．瑠、農業

労働力の不足程度が高い（すなわち雇用が多い）。また、水田農業としての性格が

より強く、耕うん機ないしトラクターの普及がかなり進んでいる。水稲の反収は道

南とほとんど同等である。一方、道南においては、R兼農家率が高く、小規模な農

家が多く、農業労働力の雇用が道央より少なく、新型の農業機械はほとんど普及し

ていない。また、水稲反収が道央よりやや高い水準にあった。

　このように、道央における用水の要改良面積率が高く、平坦で大規模団地が多い。
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表4 地域の農業経営構造
（単位：％、人、ha、台、Kg／反）

昭和38年 昭和4魂年 昭和48年 昭旬54年 昭和63年
項 難 道央　道南 道央　道南 道央　道南 道央　道南 道央　道南

専業農家率 67．1　30．8 75．9　34．2 41．0　25．7 42．1　30．2 36．7　32．0

1兼農家率 21．5　15．9
一鱒

37．4　22．1 41．2　23．7 44．7　26ほ

2兼農家率 11．4　53．3

噌楠 2L7　52．2 16．7　46．1 18．6　41．9

例外規定 0．4　　0．5 o。4　　0．7 0．5　　0．7 0．4　　0。6 O．5　　0。8

経営 ～1ha 1L9　53．7 9．3　5玉．2 H．5　46．3 12．2　43．2 13。3　39．9

規模別 1～3ha 31。0　24．1 20．2　22．0 2LO　22．6 19．1　21．2 16．4　19。3

灘家率 3～5ha 36．1　13．9 32．2　13．5 30，5　王3．7 25．1　13．5 20。0　王2．3

5～7．5ha 15．2　　5。8 19．7　　8．1 22．6　　9．3 22。5　10．2 19．8　10．3

7．5ha～ 5．4　　2．2 8．8　　4。5 13．8　　7．4 20。7　11。3 30．0　17．6

1芦当り農業従事者数 2．7　　2。5 2。8　　2，5 2．7　　2．4 2．7　　2。4 2．8　　2．6

～60才未満 2。4　　2．1 2．4　　2．0 2．2　　1．9 2．1　　L8 1．9　　L7

1芦当り基幹農従者数
構騨

2．2　　1．5 L8　　L3 L7　　1．3 1。7　　1．4

～60才未満
｝輔

2．O　　L2 L4　　L1 L5　　1．1 1．3　　1．0

基幹農業従事者比率
一一

79．2　59．7 64．4　53．4 65。1　54．8 59．7　54．6

常雇農家率 9．2　　1．7 5．4　　1。3 1．7　　0。8 1．4　　0．7 1．8　　1．8

臨時雇用農家編 4，2　　1．5 75．6　37．2 62．3　35．9 53，5　35．3 43．6　32．1

1戸臨時雇用延人数 162．6105．1 104．5　66．6 78．8　58．7 65．5　54，6 69．5　68．9

臼雇い農家率 55」　24．8
一一 一一 一騨 一扁1戸日雇い延人数 67，4　53．3
一一 一皿 ｝皿 唱闘

耕地水田率 55．4　27．2 69、1　38．2 7L1　39．1 71，1　40．2 67．4　37．1

田所有農家率 84。6　43．6 87．6　鷹8．5 87．3　53．0 85．7　52．3 82．8　5L6
1戸当り耕地衝積 3．6　　1。8 4．1　2．1 4．6　　2．5 5．2　3。0 6．2　3．9

田腿家1戸水田画積 2．3　　1．1 3．3　　1．6 3．7　　L9 4。3　　2。3 5．1　　2．8

借地旧家郵 11．5　14．9

『一
5．9　　7．7 7．7　工2。3 15，0　19．7

借地弼積率 3．5　　3。7

一一
1．8　　2．7 2．7　　4．9 6．3　10．O

水田借地農家率 6．4　　3」

一鱒
3。6　　2．4 4．6　　4，0 9．4　　7，2

水田旧地蓄積率 2．7　　3．3

帰韓
1。4　　2．3 王．7　　3．4 4，2　　6．8

農家 耕うん機TR 44．8　　9．9 97，6　39．2 107．3　51．7 136．0　80．7 159．7106．9

100芦 30PS以上TR 0。5　　0．4 3．4　　玉．7 ユ5」　　5．3 嘆Oj　22．2 78．6　48．3

当り 宙脱コンバイン

一鼎 一一
5．9　　1．7 38．9　1L8 53．4　22．3

水稲反収（5ヶ年平均） 353　　354 401　388 442　　442 480　　438 528　　462

注1）昭和44無以降の「臨時雇用」には「日雇い」が含まれている。

　2）北海道庁『北海道蟹業基本調査』及び『北海道農林三斜統計年報』各年度より作成。
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このような土地条件のなかで、水利組織の統括力がより強いこと、経営規模のより

大きい同階層的、専業的な農家の多いこと、水田農業の性格が強く、機械化の普及

度合が高いことなどが、この時期における用排水施設整備の大きな進展に関わって

いると考えられる。また、このような先行的な整備のもとで、圃場整備を代表とす

る農地整備が急激に進展してきたと考えられる。

　一方、道南においては、土地改良区における二重構造が、土地改良区の事業導入

能力を阻害し、かんぱい事業から圃場整備事業への「線凄から「面」への系統的な

事業展開を困難なものにしていると考えられる7）。これに加え、傾斜の高い小規模

で分散的な団地のより多いことで、事業の採択基準に適舎できなかった原因が考え

られるが、先に述べたような地域の農業構造的な特色が、この二期における用排水

施設整備や農地整備がほとんど停滞状態にあったことに関わっていると考えられる。

ところが、農家の経営面積規模が道央よりもかなり小さいことから、規模拡大につ

ながる農地開発整備が道央より積極的に展開していたことが考えられる。

（2）第2期

　道央においては、前期でみられたような特色がこの期においてもみられ、継続的

な農地整備の著しい進展に結びついていると考えられる。

　道南においては、稲作減反政策の開始によって明渠排水などの畑地整備への公共

投資が増撫してきたこと（例えば、表5組でみるように、昭和43年度に三二明渠排水

事業が新たに創設されていたこと）、また、水稲反収については道央より格差が開

いてきたこと（表4）などが、この時期における用排水施設整備の進展に結び付いて

いると考えられる。一方、経営規模階層別の農家構成状況は前期と較べてあまり変

化していなく、農業労働力雇用もより少なかった。また、耕うん機やトラクターに

よる機械化の普及は前期より進んできたが、道央では全面的に普及しているのに対

して、まだ4割近くしか普及していない（表4、昭和鯛年）。このようなことに力口え、

基幹的な用排水施設整備があまり計画的に行われていなかったことなどが、農地整

備があまり進展していなかったことに関連していると考えられる。

（3）第3期

　この時期においては、全体的に土地基盤整備がオイルショックによる低下の回復

をみせている。その中で、とくに道南では前期より大きく進展してきた。つまり、

道南における用排水施設整備は回復し、前期に引続き、増加している。農道整備に

ついては、道央より道南のほうが大きく進展している。農地整備については、道南

では大きく進展しており、農地開発整備については、道央は停滞しているのに対し
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表5－A　　灘業纂盤整備事業糊渡の変遷一主な新設事業（昭和38～63年）

年慶

昭和38

　　39
　　41

43

45

46

47

50

51

52

54

56

58

61

薪設事業名

道営圃場整備

剛体営圃場整備

◎国営内水排除（国営灌概排水から独立）

＋野営麟免農道整｛籍

◎道営明渠下水

睡二二畑地帯総合土地改良

開道営鴬農用水

閣勝体営畑地総合整備

＋道営広域逃避暖地農道整備
＋団体営鷹道舗装

◎道営防災ダム

團道営水田転換特別対策
園団体営水田転換特別対策

＋過疎基幹弾道整傭
＋道営基幹農道舗装

＋団体嘗樹田地農道網整備

◎団体営農業用用排水路等安全施設整備

＋山村藁幹農道整備

岡土地改良総合整備
（従来の暗渠排水、客土、畑地帯総合上地

　改良を吸収）

口農地開発轡型健進（公社）

◎国営瀦概排水事業と併せ背う圃営防災
排水（国営広域緋水）

◎贋業用海刈工作物応急対策

翻排水対策特別
全期林地一体胸発整備パイロット

踊道営土地改良総合整備

國湛水防除（道営）

翻土地改良施設整備（道営）

四道営農地総合開発整備

補助率及び越準など

補助率80～85％
〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

’ノ

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

75銘

55％

55覧

η0覧

50髭

一一 ��ﾆ65覧、寒70％

1／3

65鶉

70％

60％

50．55％

50％

55髭

40覧、1地区事業費200フフ円以上

50・55％

50監受益面積20ha以上
基幹事業：農業用排水施設整備、贋道、暗渠、客土

併せ行う事業濃飛出排水施設整備、農道、暗渠、客土

　区画整理、交換分合、農地開発、営饗駕水等

補助率6眺、果樹携45監農地造成10ha以上

　〃　55％、受益面積20ha以上、末端5ha以上

　〃　50％

補助率50％、受益薩積5ha以上

　〃　65％

補助率50％、受益諭積60ha以上

基幹事業：客土、暗渠排水

併せ行う：膿業用溺排水施設整傭、農道、客土、暗渠

　区画整理、農用地開発

補助率：大規模60監小規模（麩幹）5諺、（その他）50％

補助率55％

　〃　60蟹S63まで52簿、造成面積40ha以上

農地総合開発整備計画が樹立、

注D◎は塞幹用誹水施設整備；圃は圃場施設整備；ロは膿地開発；÷は騰道整備事業を示す。

　2＞北海道腿警部『農業沖州整備事業要覧』より十戒。
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表5－B 農業基盤整備事業捌渡の変遷一主な事業の基準緩和状況（昭和38～63年）

年度

ll召麹43

　　44

　　46

　　48

49

50

51

52

56

57

58

59

60

62

63

事業名

圏道営圃場整備

麗圃場整備

＋聴感農免潔斎整備

獄道営圃場整備

圏団体営圃場整備

翻団体営水醐転換特劉対策

ロ道営草地開発

◎道営濯概排水

＋墓幹農道舗装
＋岡体」鴬農道整備

◎道営老朽ため池
口鐸贈蟹摺地開発

＋道営普通農道整備

醐団体営圃場整備
〔〕総合農地開発

自爆営農地開発

＋申継農道舗装

＋隅体営農道整備

乎団体営農道舗装

◎農業用用排水路等安全施設整備

翻排水対策特別

◎防災ダム　　　．

翻道営土地改良総合整備

圏小規模排水対策特甥
幽撰水密策幽魂

圏団体常温地改良総合整備

ロ団体営農地開発

＋懸体営農道順薄

口排水対策特別

瞬小規模排水対策特別

麗土地改良総合盤備

＋団体営農道整備

翻湛水防除

口覆地帯総合土地改良
＋農免農道整備

緩和内容

受益面積300一→200ha

関連農道の合併施行、穣準30a区画2／3以上の制限緩癩

幅員上限6．5mを撤廃

受益目積紛Oha以上、但し一定条件を具備する地区に限る
過疎山村等指定地域：30a区画2／3以上→20a区画2／3以上

3～10haの範囲を設定（補助率50鋤

受益葡積200→100ha以上
受議査i預f廓髪300一→200ha以上

過疎、山村鯵掬定地域受益薗積100→50ha以上

重囲範槻拡大

受益蒲穣：40→5｝Ia以上

受夷轟ii了ll看凝500一→400ha以上

過疎振興山村地域、基幹農道の全輻員：5→4m以上

受益面積iO磁以上の特例拡充措置として特別張雪地域追加
造成面積概ね6G一舐0酷以上

造戒諏積地ね60→40ha以上

受益面積、延長：ユ00→50§a、3000→1000m以1二

受益藤積10卜a以上、延長500m以上の特例：特別籔雪地域追加

受益彌縫10ha以上の特例：特別簸雪地域追加；1／3噸40％

支酎弼積＝100→20熱

軍勢《多胡1酎：S54～56→57～59年

面積要件の緩和＝概ね100→70ha以上

蟻幹事業に農業下樋排水施設整備、農道整備迫加

採択期間の5ヶ年延長：S54～58→59～63年
擦盛期醐：s62まで延長

基幹事業に区画整理追加、団体営圃場整備廃止
娠興山艦、造戒遁1穣10→5ha以上

軽微改良：10伽→50m以上

藁縄期問、S64まで延長

採択期問、S64まで延長

水田麗麗確立特別型追加．採択：S64まで、2ha以上V3補助

軽微な改良に特殊改良を追加

事業拡充：排水施設管理施設整備工事に小規模を追加

蚕業拡充、客土→客土、下層耕、心土破砕

振興山村、過疎地域の採択基準緩瓢：50一→30ha

注1）◎は基幹用排水施設整備；圏は畷場施設整備；自は民地閲発；＋は農道整備事業を示す。

　2）北海道灘政部『農業基盤整備事業要覧』より作成。
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表6　　人口・道路密度及び膚動車の普及状況
（単位1入／Km2、m／ha、台／千入悩）

昭頽37年 昭和45年 昭和49年 昭和55年 昭和61年

項　　目 道央　道南 道央 道南 道央 道南 道央 道南 道央 道南

人口密度 115　　93 1正9 84 126 85 138 83 146 81

道銘密度 962　　817 1080 892 1156 922 1282 956 1364 969

国道密度 50　　79 60 98 62 94 74 96 74 105

道道密度 106　　104 136 i20 151 132 157 ｝39 162 132

市町村道密渡 806　　633 883 675 943 696 1053 722 1127 733

自動車普及翻合 41　　26 i59 121 228 187 331 295 392 358

乗合・乗用車割合 19　　　11 70 42 121 85 205 171 252 209

増　減　率 昭和37－45 昭和45－49 昭和49－55 昭郵55－61

入口密度 3．8 一9．4 5．4 0．5 10．1 一1．9 5．9 一2．2

道路密度 12．2 9．2 7．1 3．4 10．9 3．7 6．4 L3
国道密度 20．1 23．5 3．2 一3。9 ig．9 2．2 0．2 9．o

道道密度 28．1 15．1 10．8 10．3 4．o 4．8 3．5 一5．2

市町村道密度 9．6 6．6 6．7 3．1 1L7 3．7 7．1 L6
自動車普及調合 285．1 357．5 43．1 55．1 44．9 57．8 18．7 21．3

乗合・乗用車割合 264」 280．4 ？3．2 101．9 69．8 100．5 22．8 22．3

注）『北海道市町村勢要覧擁各年度より作成、、

て、道南は大きく進展している。

　道南における農道整備のより大きな進展には、表6でみるように、道路密度、とり

わけ市町村道の密度が低いこと（昭和49年）、自動車密度がより大きく増置してき・

ていること、また、圃場整備事業があまり多く行われていなかったため、圃場整備

事業による農道整備が遅れていたこと、などが関連していると考えられる。

　また、道南においては、機械化が進んできており、農業労働力雇用は道央のよう

にあまり減少していないこと（表4）、基幹的な用排水施設整備が進展してきている

ことに加え、稲作減反による畑地整備への政策的な強化などが、この三期における

農地整備の進展に結び付いていると考えられる。

　さらに、道南における農地開発整備の大きな進展には、農地造成に適する土地が

より多く賦存していること、経営規模がより小さいこと、事業採択基準、とりわけ

面積基準が緩和されたこと（例えば、表5－Bで示しているように、昭和48年に道営草

地開発、昭和51年に国営農用地開発、昭和52年に総合農地開発および道学農地開発

事業の面積基準が緩和された）などが関連していると考えられる。
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（4）第4期

　この時期においては、全体的な進展状況をみると、第二次オイルショックの影響

で、はじめは停滞していた。そのなかで、農道整備について、遵央は停滞している

のに対して道南では進展している。

　また全道的にみると、昭和50年以降農道整備に対する公共事業が重点的に行われ

てきた。このことは、農道整備事業の採択基準の緩和や事業内容の拡充などの面か

ら読み取れる（表5－B）。このような制度的な緩和のなかで、山村地域の多い道南に

おいては、第3期で指摘されたように、自動車台数が大きく増撫し、一方では道路

密度がまだ低い状態であったこと、などが道南における農道整備の大きな進展に結

び付いていると考えられる。

4．圃場整備水準と農業構造との対礁関係

　この節では、水田圃場整備水準と立地条件や農業経営構造との対応関係を、昭和

58年時点の市町村レベルで正準相関分析法によって分析する。対象とする市町村は

道央および道南の水田率3嘱以上の田畑作および田作地域とする8）。また、できるだ

け一般性をもたす％めに、道南的な性格をもっていると思われる胆振支庁の厚真町、

鵡川町および穂別町も対象に加えている。この結果、対象とする市町村数は67となっ

た。また、ここで用いた資料は北海道庁『土地利用基盤整備基本調査』　（昭和58年

現在）および北海道庁『北海道農業基本調査』　（昭和58度）である。

1）圃場整備水準と立地条件との対応関係

　圃場整備水準と立地条件との正準相関分析掴標および分析結果は表7で示している。

これによると、抽畠された鰯っの正準変難のうち、二つの有意な正準二二が得られ

た。

　第亙正準変量は、0．6378と最も高い正準相関係数を有する。この正準変量は、水

田整備状況に関しては、幹線道路完備の面積率および用排水分離の面積率と正門係

数が0．9503および0．5887と正の相関を示す。飽方、水田の立地条件に関しては、団

地面積規模200ha以上の面積率とは正準係数が0．7974と正の相関を、団地面積規模5

0ha以下の面積率、傾斜度1／100～1／20の面積率および傾斜度1／20以上の面積率と正

準係数が一〇．5894、一〇．7256および一〇，4329と負の相関を示す。したがって、第玉正準
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表7　　水田の整備状況と立地条件との正孔相関分析結果

変　数　　＼　　鷹　準　変　敏 第1 第II 第照 第IV

水削 区画0．3ha以上の颪積率 O．3518 0．9071 一〇。0809 一〇．2163

整備 幹線道路完備の薦積率 0．9503 一〇．3039 一〇．0214 一〇．0638

状況 矯排水分離の面積率 0．5887 O．5685 0．4598 O．3445

排水条件4時聞とヨ排除の灘積率 0．0941 0．0446 0．7586 一〇．6432

団地面積規模200ha以上の颪積率 0．7974 0．5479 0．1587 一〇．1208

水田 団地面積規模50～200haの面積率 一〇．1023 一〇．6003 一◎。6809 0．4003

立地 圃地面積規模50ha以下の面積率 一〇．5894 0．2499 一〇．6869 0．3047

状況 傾斜度1／100～1／20の面積率 一〇．7256 一G．3789 0．3476 一〇．1884

傾斜度1／20以上の面積率 一〇．4329 一〇．1577 0．1286 0．1067

正　準　相　関　係　数 0．6378 0．4854 0．2830 0．1064

カ　イ　2　乗 54．0314寒＊ 22」735寒 5．7872 O．6941

自　由　度 20 12 6 2

注D聯は0．璃水準で有意、累は眺水準で有意を示す。
　2）北海道庁『土地愚民基盤整備墨：本調査』　（1983年王渉老在）より計算作成。

変量から、大規模団地の面積や傾斜度の高い面積の多さと幹線道路完備度合や用排

氷分離の整備度含は、それらの地域的な分布パターンから言って、よく対応してい

ることがわかる。つまり、平坦で大規模な団地が多い地域ほど、幹線道路や用排水

分離の整備度合が高い。

　次に、第H正準変曇は水田の整備状況に関しては、区画0．3ha以上の面積率および

用排水分離の面積率と正準係数が0．9071および0．5685と：正の相関を示す。他方、水

田の立地状況に関しては、団地面積規摸200ha以上の面積率とは正準係数が0．5479と

正の相関を、団地面積規模50～200haの面積率とは正準係数が一〇．6003と負の相関を

示す。したがって、この第H正準変最から、大規模な面積の団地が多い地域ほど、

0．3ha以上区爾の面積率が高く、用排水分離の画積率も高いことから、本格的な圃場

整備水準が高いことがわかる。

2）圃場整備水準と農業経営構造との対応関係

’農業経営構造を示すためには、多くの白糸が必要とされる。そこで、主成分分析

法を用いて、多数の指標のもっている情報を数個の総合的な指標に輿約する。主成

分分析の変数および分析結果は表8に示している。これによると、固有値が1．0以上
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表8 地域膿業経営構造に関する各「1こ成分と各指標との411羅関係数

指　　標　　　　＼　　主　成　分 第1 第2 第3 第4 第5

1）専業農家率 0，772 一〇．428 一〇．115 一〇．104 0，213

2）玉兼農家率 0，3◎5 0，532 0，700 一〇．031 O，132

3）H兼農家率 一〇．810 一〇。072 一〇．43弓 0，102 一〇．260

4）経営規模3ha以下の農家率 一〇．910 一〇．225 一〇．3◎9 一〇．016 一〇。029

5）経営規模3～5haの農家率 一〇。133 0，089 ◎，887 一〇．252 0，108

6）経営規模5～7．5haの農家率 0，764 0，299 0，320 0，195 0，168

7）経営規模7．5ha以上の農家率 0，927 O，091 一〇。234 0，037 一〇．123

8）酬乍経営の農象率 0，297 0，826 0，263 一〇．044 0，278

9）剛畑作経営の農家率 0，048 一〇．868 一〇．083 0，130 0，106

互0）耕地に占める水田率 0．H2 0，843 O，王00 一〇．068 O，418

11）一戸当りの経営規模 0，951 OjO7 0，073 0，053 一〇．184

12）経営耕地借入農嶽率 一〇．193 一〇．303 一〇．203 0，803 O，069

13）一戸当りの農業従事者数 0，634 一〇．048 0，342 一〇．025 0，226

14）60才以上の農業従事工率 一〇。7王5 一〇．037 一〇．091 0，275 一〇．180

15）60才以下の基幹農業従事者率 O，846 一〇．095 一〇．002 一〇．150 0，141

16）農業雇用のある農家率 0，323 一〇．554 0，346 一〇．160 0，207

17）農家100戸当り耕転機・トラクター台数 O，803 一〇，077 0，165 一〇．326 0，137

18）農家100戸当り30馬力以上のトラクター台数 o，918 一〇。050 一〇．127 一〇．187 0，068

19）農家100戸当り窃脱型コンバイン台数 O，688 0，443 O，189 0，093 O，386

20）農家一戸当り生産農業所得歪〉 0，939 0，067 0，007 一〇．247 一〇。064

21）耕地ま◎a当り生産膿業所得D 0，221 一〇．140 0，095 一〇．767 O，350

22）農業専従者一人当り生塵農業所得1＞ O，784 0，210 一〇．022 一〇．193 一〇．298

23）水稲反収2＞ 一〇．OO3 0，205 0。ユ71 一〇．176 O．79喚

固　　有　　値 lO，815 3，868 2，133 1，273 1，oo9

寄　　与　　率 O，470 0，168 0，093 0，055 O．04ξ

累　積　寄　与　率 0．纏70 0，638 0，731 O，786 ◎，830

注1）1981～86年各年の値を1983年基準でデフレートしてからの6ケ年の平均。
　2）1981～86年の6ヶ年平均。

　3）北海道庁『北海道農業基本調査』（1983年度）より計算作成。
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表9　　水田の整備状況と地域農業経営構造との配準相関分析結果

変 数　　＼　　正準変童 第1 第H 西廻 第IV

水田 区画0．3ha以上の面積率 0．8882 一〇。2490 O．3859 0．0110

整備 幹線道路完備の面積率 0．2123 一〇．5954 一〇。6905 0．3517

状況 驚排水分離の面積率 0．9035 0．2034 一〇．3670 0．0873

排水条件4時間及日排除の面積率 0．1532 0．2446 ◎．1703 0．9422

地域 第1主成分 0．8295 O．3682 一〇．4102 0．0337

三業 第2主成分 O．3326 一〇。1237 0．4642 O．4607

経営 第3圭成分 0．4329 一〇，5843 0．4356 一〇，1902

樽造 第4主成分 一〇，1142 一〇．0765 一〇．1349 O．8663

第5主成分 一〇．0283 0．7084 0．6390 一G．0005

正　準　相　関　係　数 0．6050 0．2549 0．1820 0．0436

カ　イ　2　乗 34．0680寒 6．2681 2ほ701 0．1158

自　由　度 20 12 6 2

　注1淋は5％水準で有意を示す．

　2）北海道庁『土地利用基盤整備基本三二』（1983イ｛三現在）および『北海道農業基本調査』

　　　（1983年度）より計算作成。

の五つの主成分が摘出された。また、この表で示されている値は、すべてバリマッ

クス回転後の値である。

　第1主成分の説明最は、全説明量の4嘱を占めている。またこの主成分については、

高い正の相関をもっているのは、農家1戸当りの経営面積規模（0．951）、農家1戸

当りの生産農業所得（0．939）、経営面積規模7．5以上層の農家率（0．927）、農家1

00戸あたり30馬力以上のトラクター台数（0．918）、60才以下の基幹農業従：事者率

（0．846）および農家100戸当り耕うん機・トラクター台数（0．803）である。また、

中程度の正の相関をもっているのは、農業専従者1人当り生産農業二二（0．784）、

専業農家率（0．772）、経営規模5～7．5haの農家率（0．764）、農家100戸当り自脱型

コンバイン台数（0。688）および農家1戸当りの農業従事者数（0．634）である。高

い負の相関をもっているのは、経営面積規模3ha以下層の農家率（一〇．91）、H兼農

家率（一〇．81）および60才以上の農業従事者率（一〇．715）である。したがって、第1

主成分は経営規模の大きさ、機械化の普及度の高さおよび労働生産性の高さなどに

関する農業専業的な性格の強さを表す指標と特徴づけられる。

　また、同様に第2主成分以下のものについて検討すると、第2主成分は水田農業

への傾斜度合を表し、第3主成分は経営面積は中規模（3～駄a層の農家率の高さ）

で不安定兼業（1兼農家率の高さ）の性格を表し、第4主成分は土地生産性の低さ
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と借地農家の多さを表し、第5主成分は米の土地生産性の高さを表す指標として特

徴づけられる。

　次に、以上のような農業経営構造と圃場整備の水準との対応関係について、正準

相関分析の結果を表9に示した。これにより、有意な第王三三変量は水田整備状況に

関しては、用排水分離の面積率および区画Q．諌a以上の面積率と正準係数が0．9035お

よびQ．8882と高い負の相関を示す。他方、農業経営構造に関しては、第1主成分と：は

0．8295と高い正の相関を示す。したがって、用排水分離の面積率や区画0．3ha以上の

面積率の高さとは、地域的な分布パターンから言って、経営規模の大きさ、機械化

の普及度の高さおよび労働生産性の高さなどに関する農業専業的な性格の強さと：よ

く対応するこ・とがわかる。つまり、農業専業的な性格が強い地域ほど、本格的な圃

場整備水準が高いことである。

5．おわりに

　以上では、まず土地基盤整備の進展過程における地域的な違いを明らかにし、お

もに地域内的な要素との関連について道央と道南との比較分析を行ってきた。

　その結果、第1期（昭和38年から昭和偲年ごろまで）においては、道央では用排

水施設整備がメインで大きく増加し、農地整備も急激に進展していた。これには、

道央における用水の要改良面積率が高く、平坦で大規摸団地が多いこと、水利組織

の統括力がより強いこと、経営規模のより大きい同階層的、専業的な農家が多く、

水田農業の性格が強く、機械化の普及度合が高いこと、などが関連していたど考え

られる。また、基幹的な用排水整備が先行的に進められていたことによって、圃場

整備を代表とする農地整備が急激に進展してきたと考えられる。一方、道南では用

排水施設整備や農地整備が停滞していた。これには、道南における傾斜の高い小規

模で分散的な団地のより多いこと、またH兼農家率が高く、小規模な農寡が多く、

農業労働力の雇用が比較的少なく、新型の農業機械がほとんど普及していなかった

といったような地域農業構造上の特徴、さらに農業水利組織の二重構造のあり方、

などが関連している。そして、道南における農地開発整i備の進展がより大きくみら

れたことには、農家の経営面積規模が道央よりもかなり小さいことや、未開地がよ

り多くあったことなどが、関連していると考えられる。

　第2期（昭和45年ごろから昭和48年ごろ）においては、道央では農地整備が大き
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く進展していた。これには、前期でみられたような農業専業的な特性が結びついて

いる考えられる。一方、道南では用排水施設整備が大きく増加していた。これには、

稲作減反政策の開始によって明渠排水などの畑地整備への公共投資が増加し、稲作

の土地生産性の面では道央との格差が生じてきたことなどが、関連していると考え

られる。

　第3期（昭和48年ごろから昭和54年ごろまで）においては、道南では全般的に前

期より大きく進展した。農道整備のより大きな進展には、道路密度、とりわけ市町

村道の密度が低く、自動車密度がより大きく増加してきていること、また、圃場整

備事業があまり多く行われていなかったため、圃場整備事業による農道整備が遅れ

ていたこと、などが関連していると考えられる。また、機械化が進んできており、

農業労働力雇用は道央のようにあまり減少していなぐ、基幹的な用排水施設整備が

進展してきていたことに繕え、稲作減反による畑地整備△の政策的な強化などが、

農地整備の進展に結び付いていると考えられる。前期でみたような農地開発整備の

進展に関連したことに加え、事業制度の基準緩和などがあった。

　第4期（昭和54年以降から昭和63年まで）においては、地域的な大きな違いとし

て、遺南における農道整備の増加があった。これには、第3期で指摘されたような自

動車台数の急増と道路密度の低さに加え、農道整備事業制度の緩和が結び付いてい

ると考えられる。

　さらに、市町村レベルで圃場整備の水準と地域農業構造との摺互対応関係につい

て分析した。その結果、耕地の立地状況や農業経営構造が圃場整備の水準と相互対

応的な関係にあることを検証した。

　以上のように、道南より道央地域のほうが、農業土地基盤整備事業を積極的に展

開してきた。また農業土地基盤整備の進展は、事業制度のあり方に大きく影響され

ているが、地域の立地条件、水利組織および地域農業構造のあり方、といったよう

な地域内的な要素に密接に関わっているのである。つまり、農業土地基盤整備事業

の進展における地域的な格差、あるいは農業者の地域的合意形成が容易に得られる

か否かという地域差が、個々の地域の構造的な違いに関わっている。したがって、

農業土地基盤整備における農業者の地域的合意形成の具体的なあり方は、それぞれ

の地域構造によって違ってくるであろう。今後、どういつだような社会経済的な条

件や農業開発の歴史をもった地域で、合意形成がいかなる論理で達成されるか、と

いった側面の課題に関する研究の蓄積が期待される9）。
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注：

1）戦後の農業土地基盤整備の合意形成問題に関わる主な研究として、堂本高明

　「村落における合意形成機能」　『農林業問題研究』第86号、1987年、相川良画集

　落活動と合意形成の方法一滋賀県愛東町1集落の事例一」　『農業総合研究』第40

　丁丁2号、1986年、石田正昭・木南章「換地紛争の社会経済学的分析一ある隻落の

　経験一」　『農業経済研究』第61巻第4号、1990年、酒井惇一ら「水田再整備の進展

　に影響する要因と推進手法」東北大学農業経営研究室『農業経済研究報告』第22

　号、1988年、および長谷部正「圃場整備同意率に影響を及ぼす経済的要因の計量

　分析」　『農業経済研究』第62巻第圭号、1990年があるが、個別経営の問題、とくに

　合意形成の過程に関する分析が少ない。

2）北海道全体としての農業土地基盤整備の推移について、詳しくは久保嘉治・北

　倉公彦「農業基盤整備事業の潜在生産力形成と定住性確保効果」久保嘉治・佐々

　木市三共編著『農業基盤整備と地域農業』1991庫、明文書房、pp．27～32、および

　太田信介「農業基盤整備事業の経緯と農村整備の視点」久保・佐々木『前掲書』、

　pp．97～106、参照。

3）三頭徳三『土地改良費用負担論』1991年、大明堂、pp．110～127、参照。

4）志村博康『現代水利と水資源21976年、東京大学出版会、ひp．237～251、参照。

5）佐々木氏は、地域の土地改良展開の実績に対する地域調整組織（地域における

　複数以上の関連主体の相互作用による意志決定組織）の機能を、北見市の事例調

　査結果で指摘している。詳しくは、佐々木市夫馳域の土地改良事業における組

　織と情報」久保・佐々木『前掲書』、pp．45～65、参照。

6）坂下明彦「土地改良事業推進三二の再編に関する総合的研究」　（抜制）　（昭和

　60年度科学研究費補助金（一般研究C）研究成果報告書（研究代表者飯島源次郎）〉、

　Pひ．40～45、参照。

7）坂下「前掲論文」、p．45、参照。

8）水田率は3眺以上であるが、水田の総面積が200ha以下で、水田作のウェートが

　非常に低いと思われる市町村は除いた。

9）北海道の稲作中核地帯である深川市を事例に、圃場整備事業を実施するに当た

　っての個々の農家による合意形成の過程を分析しているものとして、愈四強「地

　域的な組織活動のための合意形成」北海道農業研究会編集『これからの地域農業

　と土地改良£1990年、北海道農業土木協会pp．97～118があげられる。
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